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  介護労働の現状について 
       平成２５年度介護労働実態調査  

   公益財団法人 介護労働安定センター 

Ｈ２６．８．１１ 
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Ⅰ  平成２５年度の調査回答事業所の特徴 

        （２４年度調査と比較して） 

２ 従業員規模別比較・・・・・ ４９人以下、１００人以上は減少 

１ 経営主体構成比較・・・・・ 民間企業が減少、社会福祉法人が増加 
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３ 介護サービス系型別比較・・・訪問系が増加、施設系が減少 

４ 介護サービス別回答事業所数別比較・・・全体は増加、介護老人保健施設が減少 
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５ 勤続年数別個別回答労働者構成比較                          

比較する際には回答事業所の属性、回答労働者の属性等の 

構成要因を十分に考慮して行う必要がある。 

１年以上２年未満、２年以上５年未満、１０年以上２０年未満の割合が増加 
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Ⅱ 法人・事業所の概況 

 １ 事業所の経営主体   

   

 訪問系、施設系（通所型）は民間、施設系（入所型）は社会福祉法人の割合が多い  
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２ 介護保険サービス以外の事業の実施状況  

法人の半数前後が介護保険サービス以外の事業を実施 
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３ 複数事業所の有無 
複数事業所がある法人の割合が約６９％ 

(2) 法人全体の従業員数規模 全体の約３０％が４９人以下の法人 

(1) 複数事業所の有無 施設系は複数事業所の割合が訪問系と比較して高い 
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４ 実施している介護サービスの種類（複数回答） 

通所介護、訪問介護、居宅介護支援の割合が高い 

 

定員数 

（人） 

9月 1 ヶ月の 

利用者数 

（延べではなく 

実人数） 

24.4人 56.5人 

- 37.9人 

- 66.8人 

15.4人 - 

16.0人 44.2人 

- 49.4人 

70.6人 - 

38.7人 71.9人 

11.1人 30.0人 

53.8人 - 

23.7人 20.1人 

90.0人 - 

43.6人 22.6人 

- 31.4人 

- 104.6人 

- 16.4人 

- 31.4人 

- 53.3人 

27.5人 - 

61.5人 - 

22.4人 - 

- 9.9人 

- 26.9人 

19.7人 22.3人 

24.1人 20.7人 

- 18.4人 

- 30.3人 

16.4人 4.5人 

- 7.8人 

15.0人 - 

37.7人 20.7人 

54.7人 - 

11.1人 7.3人 

52.5人 3.5人 

22.8人 4.7人 

- 35.3人 

- 4.7人 

- 6.2人 

- 4.9人 

- 6.1人 

    

 

40.8 

36.9 

34.0 

12.4 

10.8 

8.5 

7.8 

5.5 

5.0 

4.9 

4.1 

3.7 

3.5 

3.1 

2.9 

2.3 

2.2 

1.8 

1.3 

0.8 

0.5 

0.3 

0.3 

0.1 

31.7 

30.0 

13.5 

8.2 

6.3 

6.3 

4.8 

3.5 

3.4 

2.9 

2.5 

2.2 

2.0 

1.8 

1.5 

1.2 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

通所介護

訪問介護

居宅介護支援

認知症対応型共同生活介護

短期入所生活介護

訪問看護

介護老人福祉施設

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

介護老人保健施設

短期入所療養介護

訪問入浴介護

福祉用具貸与

特定福祉用具の販売

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護療養型医療施設

地域密着型特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

複合型サービス

介護予防通所介護

介護予防訪問介護

介護予防支援

介護予防短期入所生活介護

介護予防訪問看護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防訪問入浴介護

特定介護予防福祉用具の販売

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

無回答

予
防
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス 

介
護
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス 
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５ 主とする介護サービスの種類（最も事業収入の多い介護サービス） 

通所介護と訪問介護を主とする事業者が全体の半数 

 

平均要介護度  

2.6 ←全サービス平均 

2.3 

2.5 

2.8 

3.5 

2.4 

3.0 

2.7 

3.0 

- 

3.1 

2.6 

3.0 

2.7 

2.4 

4.0 

3.8 

 

 

 

26.2

23.9

9.0

7.3

7.0

4.7

4.1

3.4

2.3

2.2

2.1

1.6

1.5

1.4

0.8

0.6

2.1

0% 10% 20% 30%

通所介護

訪問介護

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

居宅介護支援

訪問看護

特定施設入居者生活介護

介護老人保健施設

予防給付サービス

その他の介護給付におけるサービス

小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

訪問入浴介護

介護療養型医療施設

無回答
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６ 事務職等を含む従業員の就業形態 

施設系（入所型）の正規職員比率は約６３％ 

(2) 上記のうち介護サービス従事者の就業形態 訪問系の６５％が非正規職員 

(1) 全従業員の就業形態 
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(3) 事業所（事務職等を含む）の規模 訪問系の約９割が４９人以下 

(4) 事業所（介護サービス従事者のみ）の規模 

６ 事務職等を含む従業員の就業形態 

訪問系の約９割が４９人以下 
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７ 介護事業の経過年数 
平均１０．８年  約５６％が１０年未満 

  (2) 介護事業の開始後経過年数 平均９．０年 約５６％が１０年未満 

  (1) 事業所の開始後経過年数 

 

 

1年未満

0.6 

0.8 

0.2 

0.7 

1年以上

2年未満

7.5 

6.8 

6.1 

9.1 

2年以上

3年未満

8.4 

8.0 

6.5 

10.8 

3年以上

4年未満

6.2 

5.4 

3.8 

9.0 

4年以上

5年未満

4.9 

4.8 

3.1 

6.5 

5年以上

10年未満

28.8 

27.7 

30.1 

29.7 

10年以上

38.9 

41.7 

46.9 

29.5 

無回答

4.8 

5.0 

3.3 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=7,808)

訪問系(n=2,904）

施設系（入所型）

(n=2,162)

施設系（通所型）

(n=2,536)

平均経過年数 
（年） 

 
10.8 年 

 

 
10.7 年 

 

 
13.1 年 

 

 
8.8 年 

 

1年未満

0.5 

0.6 

0.2 

0.7 

1年以上

2年未満

7.5 

7.4 

5.6 

9.1 

2年以上

3年未満

7.7 

7.5 

6.1 

9.7 

3年以上

4年未満

5.7 

5.1 

3.4 

8.1 

4年以上

5年未満

5.1 

5.2 

2.8 

7.1 

5年以上

10年未満

29.4 

28.4 

30.2 

30.3 

10年以上

37.1 

38.4 

46.3 

28.6 

無回答

6.9 

7.4 

5.5 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=7,808)

訪問系(n=2,904）

施設系（入所型）

(n=2,162)

施設系（通所型）

(n=2,536)

平均経過年数 
（年） 

 

9.0 
 
 

8.8 
 
  

10.8 
 
 

7.8 
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 (1) 介護職の正規・非正規職員割合 訪問介護員の７９％が非正規職員 

(２) 介護職の男女比率 訪問介護員の９０％以上が女性 全体でも約８０％が女性   

８ 職種別従業員数 
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Ⅲ 雇用管理の状況 

 １ 就業規則・労働条件の明示 

全体では約７５％が作成 

(2) 非正規職員の採用時の労働条件の明示 約６８％は雇用契約書等の書面による 

(1) 非正規職員を対象とした就業規則の作成 



15 

２ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月1日～25年9月30日） 

介護職員（非正規）の採用率、離職率が高い (１) 就業形態別 採用率・離職率  

政令指定都市、市・区で採用率、離職率が高い (２) 事業所の所在地別 
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離職者の約７３％が勤務年数３年未満 (３) 離職者の勤務年数 

（  ）内は１年間の離職者のうち１年未満の者と１年以上３年未満の者の合計割合 

２ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月1日～25年9月30日） 
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① 法人格別 離職率 民間企業の離職率が高い 

(４) 離職率について法人格・職種別の事業所割合 

２ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月1日～25年9月30日） 
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① 事業所規模別 離職率 

② 事業開始後経過年数別 離職率 年数が経過するほど離職率が低くなる 

２ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月1日～25年9月30日） 

(５) 離職率について事業所規模・事業開始経過年数別の事業所の割合 

１９人以下の離職率が高い 
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(1) 離職率の前年対比較 

２ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成24年10月1日～25年9月30日） 

２０人以上４９人以下、１００人以上では前年度よりも 

                      離職率が上昇した 

① 事業所規模別 離職率比較 

② 介護サービス別 離職率比較 通所介護は離職率が０．６％上昇した 
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３ 派遣労働者の受け入れ状況 

全体の約１０％が派遣労働者 

を受け入れている 

施設系（入所型）では約１８％ 

を受け入れている 

(1) 派遣労働者の受け入れ事業所の割合 

(2) 受け入れ事業所での従業員に対する派遣労働者の割合 

訪問系は従業員の約３１％ 

が派遣労働者 
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(１) 定着率に対する事業者の認識 約７１％が「定着率は低くない」との認識 

◆定着率の認識と実際の離職率 

「困っている」、「困っていない」と回答した事業所の離職率の差は約１％ 

４ 従業員の定着について 

（各棒グラフ上の数値が離職率（％）） 
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(１) 定着率向上の為の取り組み 

「労働時間の希望を聞く」、「コミュニケーションの円滑化を図る」が重要 

５ 早期離職防止及び定着促進の方策 
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６ 従業員の過不足状況 

前年度と比較して 不足感は０．９％減少 

２４年度の不足感 ５７．４% 

２５年度の不足感 ５６．５% 
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７ 雇用管理責任者の選任状況 

全体では約４９％の事業所が選任している ＜法人格別＞ 



Ⅳ 訪問介護員、介護職員に対する教育・研修の状況 
１ 訪問介護員、介護職員の人材育成の取り組み状況 

(%) (%) 
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 非正規職員  正規職員 
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２ 採用時の教育・研修内容 

(%) (%) 

 非正規職員  正規職員 
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３ ＯＪＴの方法 

 非正規職員  正規職員 
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４ １年間の教育・研修等の実施状況 

就業形態に拘わらず研修等を実施している事業所は９８％以上 
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Ⅴ 運営上の課題  

※平成24年9月の事業収入１００に対する平成25年9月の事業収入指数 

１ 事業収入の前年度比較 

 

70％未満

2.8 

3.9 

1.2 

2.6 

70％以上

80％未満

3.2 

4.2 

1.0 

3.9 

80％以上

90％未満

8.4 

9.6 

5.0 

9.8 

90％以上

95％未満

9.5 

9.9 

9.3 

9.5 

95％以上

100％未満

11.6 

7.9 

21.3 

8.2 

100％以上

105％未満

21.3 

16.9 

32.2 

17.6 

105％以上

110％未満

6.3 

6.0 

6.2 

7.1 

110％以上

120％未満

8.7 

10.9 

4.6 

10.1 

120％以上

13.6 

16.4 

5.7 

17.2 

無回答

14.5 

14.3 

13.4 

14.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=7,808)

訪問系(n=2,904)

施設系(入所型)

(n=2,162)

施設系(通所型)

(n=2,536)

平均指数 

(%) 

106.4 

 

107.4 

 

101.9 

 

109.1 
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２ 介護サービス事業を運営する上での問題点 

＜全体と訪問系＞ ＜施設系（入所型・通所型）＞ 
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３ 介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応 

介護職員処遇改善加算を算定した事業所の対応 （n=5,851） 
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４ 介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応 

処遇改善加算の対応  一時金の支給が６０．９％、 

                諸手当の導入・引き上げが４８．６％ 



33 

５ 今後の方向性 

事業の規模拡大 約２４％  人件費総額を増やす 約２９％ 



34 

６ 介護事業等収入に占める人件費割合 

平均（％） 

訪問系：７１．０％  施設系（入所型）：５８．９％  施設系（通所型）：６２．２％ 

 

 

50％未満

12.8 

7.4 

17.2 

15.1 

50％以上

60％未満

17.5 

8.5 

26.8 

20.3 

60％以上

70％未満

22.9 

19.6 

26.7 

24.3 

70％以上

80％未満

17.8 

23.7 

10.4 

17.9 

80％以上

90％未満

9.3 

16.8 

2.9 

6.6 

90％以上

100％未満

3.7 

6.8 

1.1 

2.6 

100％以上

2.6 

4.4 

0.8 

2.1 

無回答

13.4 

12.8 

14.1 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=7,808)

訪問系(n=2,904)

施設系(入所型)

(n=2,162)

施設系(通所型)

(n=2,536)

平均 

(%) 

 

 

 

64.5 

 

 

 

71.0 

 

 

 

58.9 

 

 

 

62.2 
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Ⅵ 介護労働者の個別状況               

（事業所における介護労働者の個別状況[最大２０名／事業所]） 

(1) 性別 

１ 介護労働者の属性 

女性が約７８％ 
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(2) 介護従事者の年齢 

平均年齢は４５．６歳 

 

25歳未満

4.9 

1.6 

1.4 

8.6 

0.7 

0.2 

3.0 

25歳以上

30歳未満

8.0 

3.0 

5.6 

11.6 

2.6 

1.5 

11.8 

30歳以上

35歳未満

9.4 

4.4 

7.9 

11.8 

6.2 

7.6 

16.7 

35歳以上

40歳未満

11.4 

7.1 

10.5 

12.2 

12.5 

16.3 

17.8 

40歳以上

45歳未満

12.1 

10.7 

12.8 

12.1 

14.9 

14.1 

13.9 

45歳以上

50歳未満

11.5 

12.2 

15.6 

10.3 

15.3 

15.0 

10.9 

50歳以上

55歳未満

12.0 

13.1 

17.0 

10.6 

15.2 

16.1 

9.7 

55歳以上

60歳未満

10.8 

14.4 

14.7 

9.1 

13.0 

13.0 

7.2 

60歳以上

17.0 

31.6 

12.8 

12.0 

17.1 

14.4 

7.1 

無回答

2.7 

2.0 

1.7 

1.8 

2.6 

1.7 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=76,886)

訪問介護員(n=16,117)

サービス提供責任者

(n=2,756)

介護職員(n=34,602)

看護職員(n=7,629)

介護支援専門員

(n=2,483)

生活相談員(n=3,498)

平均年齢

（歳） 

 

45.6 

 

 

51.9 

 

 

47.2 

 

 

42.3 

 

 

48.5 

 

 

47.7 

 

 

41.3 
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(3) 介護従事者の保有資格（複数回答） 



38 

(4) 介護職員の採用状況 

新規学卒以外が約８５％ 
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(5) 介護職員の勤続年数   

  平均勤続年数は４．７年 

 

1年未満

10.9 

10.2 

5.0 

12.7 

11.5 

8.1 

7.4 

1年以上

2年未満

16.6 

15.2 

10.8 

18.4 

16.8 

11.0 

12.8 

2年以上

3年未満

12.6 

12.2 

10.3 

13.4 

13.3 

8.7 

10.8 

3年以上

4年未満

10.1 

10.8 

8.6 

10.5 

9.2 

7.8 

9.1 

4年以上

5年未満

7.6 

7.7 

7.5 

7.8 

7.3 

6.3 

7.7 

5年以上

10年未満

24.7 

26.4 

33.5 

24.0 

22.2 

28.8 

27.3 

10年以上

15年未満

9.5 

12.1 

15.9 

7.3 

8.4 

16.1 

13.1 

15年以上

20年未満

2.6 

1.5 

3.3 

2.2 

3.9 

6.4 

5.7 

20年以上

1.4 

0.4 

1.5 

1.1 

3.3 

3.4 

3.2 

無回答

4.1 

3.4 

3.6 

2.5 

4.0 

3.4 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=76,886)

訪問介護員(n=16,117)

サービス提供責任者

(n=2,756)

介護職員(n=34,602)

看護職員(n=7,629)

介護支援専門員

(n=2,483)

生活相談員(n=3,498)

平均 

勤続年数 

 

4.7 

 

 

4.7 

 

 

6.1 

 

 

4.3 

 

 

5.1 

 

 

6.7 

 

 

6.2 
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２ 賃金 

① 就業形態別 

(1) 賃金の支払形態（労働者） 

  非正規職員の約８４％は時間給 



41 

① 就業形態別 

(２) 賃金の支払形態（管理者と労働者の比較） 

   月給：管理者約９６％ 労働者約５１％ 



42 

(３) 賃金の支払形態 

① 職種別     訪問介護員の約８２％は時間給 



43 

（４） 所定内賃金（労働者）   

＜月給の者＞ 

＜日給の者＞ 

＜時間給の者＞ 



44 

（５） 実賃金（労働者）   平均労働時間 

＜月給の者＞ 

＜日給の者＞ 

＜時間給の者＞ 



45 

（６） 賃金（管理者と労働者の比較）   

＜月給の者＞の所定内賃金 ＜月給の者＞の実賃金 



46 

３ １ヵ月の労働時間数（労働者）  

 

122.6 

137.0 

59.1 

123.4 

52.1 

164.0 

120.5 

146.8 

78.6 

160.1 

114.8 

150.4 

90.6 

150.5 

87.9 

134.7 

75.0 

158.4 

113.4 

145.7 

87.4 

0時間 20時間 40時間 60時間 80時間 100時間 120時間 140時間 160時間 180時間

全 体 (n=65,485)

正規職員(n=2,320)

非正規職員(n=11,336)

常勤労働者(n=1,106)

短時間労働者(n=10,230)

正規職員(n=1,695)

非正規職員(n=409)

常勤労働者(n=251)

短時間労働者(n=158)

正規職員(n=16,852)

非正規職員(n=12,777)

常勤労働者(n=5,165)

短時間労働者(n=7,612)

正規職員(n=3,568)

非正規職員(n=2,790)

常勤労働者(n=603)

短時間労働者(n=2,187)

正規職員(n=1,721)

非正規職員(n=285)

常勤労働者(n=127)

短時間労働者(n=158)

訪
問
介
護
員 

 
 

 
 

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者 

 
 
 

介
護
職
員 

 
 
 

 
 

看
護
職
員 

 
 
 
 

介
護
支
援
専
門
員 

  



１ 生計維持者の割合 （労働者回答）  

                 

       

以下の図表は調査事業所の介護労働者（１８，８８１人）の 

意識調査結果です。 

＜平成２５年度介護労働者の就業実態と就業意識調査＞ 

    
主たる生計維持者「自分」は約４割 

47 



２ １週間残業時間（正規職員） （労働者回答）   

          残業無しは約４９～５６％ 

48 



３ １週間残業時間（非正規職員） （労働者回答）  
                     訪問介護員は約８割が残業無し 

49 



４ 深夜勤務の有無  （労働者回答） 
              施設系（入所型）は約７割が夜勤あり 

50 



５ 現在の仕事を選んだ理由  （労働者回答）  
            「働きがいのある仕事」が54.0％           

51 



６ 取りたい資格 （労働者回答） 「介護支援専門員」が17.6％  
  

52 



 ７ 仕事の満足度 D.I. （労働者回答）        
    （２４年度調査差と比較して） 
            ほとんどの項目で横ばい        

（注）満足度のD.I.＝（満足の割合＋やや満足の割合）－（やや不満足の割合＋不満足の割合）。 

53 



 

８ 労働条件等の不満 （労働者回答）   
                 「人手が足りない」が多い 

54 



 ９ 前職のある人の状況 （労働者回答） 
           前職のある人のうち約４割は「直前は介護の仕事」 

55 

（n=15,014） 

（n=15,014） 

（n=5,984） 

全
体 



 １０ 直前の介護の仕事をやめた理由 （労働者回答）  

       「職場の人間関係に問題があったため」が多い 

56 



  

 

 １１ 過去の１年間の研修受講有無 （労働者回答）  
        介護支援専門員は約９割が研修を受けた 

        

 

  

57 



  

 

 １２ 過去の１年間の研修受講回数 （労働者回答）  
           

 

  

58 



１３ 働く上での悩み、不安、不満の解消「役立つと思う」  
   取組み （労働者回答）   健康診断や研修の実施が高い  

59 


